
 

 

 

 
給付金は収入認定しない 厚労相が通知 

生活保護利用者にも１０万円支給 
  

４月２１日、厚労省援護局保護課は、事務連絡「特別定額給付金の生活保護制度上の

取り扱い方針について」を、都道府県、政令市、中核市生活保護担当課に発出しました。 

「事務連絡」は、「被保護者に当該給付金が給付されることとなった場合の収入認定

の取扱いについては、こうした趣旨・目的に鑑み、収入として認定しない取扱いとする

方針でありますので、各自治体においてご了知いただくとともに、都道府県におかれま

しては、管内実施機関に対する周知をお願いいたします。 

なお、当該取扱いに関する詳細について、近日中に別途お示しする予定ですので、申

し添えます。」とし、給付金１０万円全額を支給することを明らかにしました。 

 

生活保護利用者の怒り・願い、世論が厚労省を動かした 
 新潟県生活と健康を守る会連合会の渡辺和子会長は、次の談話を発表しました。 

 

１ 安倍総理は、４月１６日、緊急事態措置の全国への拡大と合わせ、「緊急事態宣言で

外出自粛をはじめ、様々な行動が制約される全国民すべてを対象に一律一人当たり１０

万円の給付を行う」と表明しました。４月１７日には「すべての国民が厳しい状況に置

かれている。ウイルスとの戦いを乗り切るためには国民の一体感が大切だ」と表明しま

した。給付金が外出自粛と行動制限に対する保障であり、国民が一体感を持って感染拡

大防止に取り組むことを目的に支給されることは明白でした。 

 

２ この発表直後から、生活保護利用者の切なる声が新潟県生連事務所に寄せられまし

た。「生活保護は１０万円もらえるのか」「収入認定されないか」「給付金１０万円がすべ

て収入認定されてしまい、自分たちだけ支援から除外されるのではないか」。 

 

３ 厚労相はこれまで生活保護世帯への給付金などを収入として認定し、保護費の減額

を行ってきました。 

 消費税増税の際の臨時福祉給付金、プレミアム商品券（子育て世帯を除く）、さらに

は、震災時の義援金、交通事故等の慰謝料などは、一部を除きすべて収入認定されてき

ました。本来支給すべき保護費から、収入認定額を差し引いて、減額支給されてきまし

た。 

 

４ 新潟県生連は、収入認定から除外し１０万円支給を実現するために、次の取り組み
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を開始していました。 

（１）新潟県知事、県内すべての市長への要請 

（２）生活保護利用者から、１０万円の支給を求める「私の一言」を集め国へ送る 

（３）４月２２日、県政記者クラブで会見し、県民世論に訴える 

４ 全生連・全国生活と健康を守る会連合会の取り組み 

 ４月２０日、全生連は、厚労省援護局保護課に対し、給付金は収入認定除外とし、す

べての保護利用者に支給することを強く要求しました。 

 

５ 結びに 

 厚労省に給付金を収入認定除外し、１０万円を保護利用者に支給することを決断させ

たのは、「生活保護は１０万円もらえるのか」「給付金１０万円がすべて収入認定されて

しまい、自分たちだけ支援から除外されるのではないか」といった保護利用者の悲痛な

願い・怒り、国民世論、そして保護利用者が自らが参加する、生存権の保障を求める生

活と健康を守る会の運動の力であると確信します。 

 災害義援金、交通事故補償金などの取り扱いについて、その目的が生かされる生活保

護行政、保護利用者の生存権と人権を保障する保護行政の確立をめざし、さらに運動を

すすめたいと思います。 

 

以 上 


